
(3)

(5)
(6)
(7)
(8)
(9)
(10)
(11)

(A)

(13)
(14)
(B)

(1)
(2)
(3)
(4)

(1)
(2)
(3)

(5) (4)
(6) (5)
(7) (6)
(8) (7)
(9) (8)
(10) (9)
(11) (10)
(12) (11)
(13) (A)

(12)
(13)
(14)
(15)
(16)
(17)

(B)

法
非
適
用

資
金
不
足
・

資
金
余
剰
額

－
－

18.07724

144,701

決 算 額

一

般

会

計

等

実

質

収

支

（単位：％）

0

水道事業会計

決 算 額

一般会計 1,241,907

連 結 実 質 赤 字 比 率

区 分
（単位：千円，％）

工業用水道事業会計

住宅資金貸付事業特別会計

将 来 負 担 比 率
162.2

区 分
決 算 額

(A)

(B)

－

－

18.6

162.2

0

△ 193,523
0

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

( (A) - (B) - (C) ) / (D)

標 準 財 政 規 模

実 質 赤 字 比 率

一 般 会 計 等 歳 入 総 額

連結実質赤字比率 区 分

(D)

法
適
用

決 算 額
（千円）

駐車場事業

利子補給等

決 算 額
（千円）

4,453,677 社会福祉法人等ほか

実 質 赤 字 比 率

（ 単 位 ： 千 円 ， ％ ）

翌 年 度 に 繰 り 越す べき 財源

下水道事業 1,918,774

232,954

災害復旧費等に係る基準財政需要額

(2)

5,986,764(1)

0

(A)

(12)

公営企業債の財源に充てたと認められる繰出金
一部事務組合等の起こした地方債の償還に充てたと認
められる補助金又は負担金

(4)

2,250,302

債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずるもの

将 来 負 担 比 率

区 分
（単位：千円，％）

左 の 内 訳

88,518
2,605,387

42,935
（５）の内訳

4,405

災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金）
918,833

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金
（地方債の元利償還金を基礎として算入されたものに限る）

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費　　　　　　　
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金）　　　　　　

標準財政規模

小　計　( ( (1) ～ (6) ) － ( (7) ～(12) ) )

16.9
(A) ／ (B) × 100

将
来
負
担
額

0

組合等の地方債の元金償還に対する本市の負担見込額

分
母

一時借入金の利子
1,018,448

公債費充当一般財源等（繰上償還額及び満期一括地方
債

1,499,888
49,859密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金

2,657

分
子

313,317

106,039

4,793,469
連結実質赤字額

退職手当支給予定額のうち一般会計等負担見込額

25年度末一般会計等の地方債現在高
債務負担行為に基づく支出予定額

決 算 額
（千円）

111,168

27,522,546下水道事業

（３）の内訳

一般会計等以外の会計の地方債の元金償還に対する一般会計等負担見込額

組合等の連結実質赤字相当額のうち本市の一般会計等の負担見込額

設立法人の債務等に対する一般会計等負担見込額
0

67,405,189

155,137 3,818,544
2,755,607

60,200,413

(18)

2,479,624
災害復旧費等に係る基準財政需要額（準元利償還金）
災害復旧費等に係る基準財政需要額

△ 303,889

（注）1.連結実質赤字額は、絶対値であり、赤字の場合は正数値となる。

小計（ 将来負担額 － ( (9) ～(11) ) )

－
－

(A) / (B) × 100
連 結 実 質 赤 字 比 率

流通業務団地整備事業特別会計
国民健康保険事業特別会計

△ 525,883

農業集落排水事業特別会計

(A) ／ (B) × 100

(1) ～ (17) の 合 計 額 ※ 絶 対 値

26,245,970

42,572,294
31,365,529
2,605,387

42,935
918,833

1,499,888

農業集落排水事業

0

駐車場事業 127,988

（６）の内訳
決 算 額
（千円）

米子市開発公社 99,584

鳥取県信用保証協会

米子市土地開発公社

49,859

2,657

16,522

0

実 質 公 債 費 比 率

健全化判断比率の状況

65,016,106

220,501

31,365,529

２４年度
２５年度 16.96899

農業集落排水事業

３
ヵ

年

平
均

平 成 25 年 度
(%)

(%)

(%)

(%)

実 質 赤 字 比 率

左 の 内 訳
決 算 額

（３）の内訳

水道事業 10,056
満期一括地方債の１年当たりの元金償還金に相当する
もの（年度割相当額）等

比
率
の
状
況

（単位：千円，％）

標 準 財 政 規 模

小計（ 標準財政規模 (12) － 算入公債費等 (13) ～ (18) )

密度補正により基準財政需要額に算入された準元利償還金（地方
債の元利償還金を基礎として算入されたものに限る）

25年度末充当可能基金現在高

連 結 実 質 赤 字 額

事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費（準元利償還金）　　　　　　

密度補正により基準財政需要額に算入された元利償還金
－

31,365,529
事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費

債務引受 39,170

20.77598２３年度

土地取得事業特別会計
市営墓地整備事業特別会計

(C)

－

－

実 質 公 債 費 比 率 （ 単 年 度 ）

(7)～(12)の額
小　計　(13) － (14)

18.6実質公債費比率

△ 2,006

1,994,461

資金不足比率

971,619

26,245,970

31,365,529
5,119,559

介護保険事業特別会計(保険事業勘定)

後期高齢者医療特別会計
駐車場事業特別会計

実
質
収
支

そ
の
他

特
別
会
計

一 般 会 計 等 歳 出 総 額 (B) 63,553,698

標準財政規模

地方債現在高等に係る基準財政需要額算入見込額
充当可能な特定の歳入見込額

下水道事業特別会計

7,381

上水道事業
32,555,171
1,888,592
7,237,099

116,106

7,659


